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(57)【要約】
【課題】　水性コーティング組成物を用いて基材にコーティング層を形成する方法であっ
て、速い生産速度を可能とし、製造性が良好である製造方法を提供すること。
【解決手段】　基材およびコーティング層を少なくとも有するコーティング材の製造方法
であって、下記工程：基材の少なくとも一方の面に塩水溶液を塗装する塩水溶液塗装工程
、塩水溶液塗装面にさらに水性コーティング組成物を塗装する水性コーティング組成物塗
装工程、および、水性コーティング組成物塗装層から水分を分離させてコーティング層を
形成するコーティング層形成工程：を包含し、水性コーティング組成物は、樹脂エマルシ
ョン、カチオン性分散樹脂およびアニオン性分散樹脂から選択される１種またはそれ以上
の水性樹脂分散体を含み、および、塩水溶液塗装工程において塗装される塩の量は、基材
の表面積あたり０．３～１０ｇ／ｍ２である、製造方法。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材およびコーティング層を少なくとも有するコーティング材の製造方法であって、下
記工程、
　基材の少なくとも一方の面に塩水溶液を塗装する、塩水溶液塗装工程、
　前記塩水溶液塗装面に、さらに、水性コーティング組成物を塗装する、水性コーティン
グ組成物塗装工程、および
　前記水性コーティング組成物塗装層から水分を分離させて、コーティング層を形成する
、コーティング層形成工程、
を包含し、
　前記水性コーティング組成物は、樹脂エマルション、カチオン性分散樹脂およびアニオ
ン性分散樹脂から選択される１種またはそれ以上の水性樹脂分散体を含み、および
　前記塩水溶液塗装工程において塗装される塩の量は、基材の表面積あたり０．３～１０
ｇ／ｍ２である、
製造方法。
【請求項２】
　前記塩水溶液に含まれる塩が、無機塩である、請求項１記載の製造方法。
【請求項３】
　前記無機塩が、硫酸イオン、塩化物イオン、アルミニウムイオン、鉄イオン、ナトリウ
ムイオン、マグネシウムイオンからなる群から選択される１種またはそれ以上を有する、
請求項２記載の製造方法。
【請求項４】
　前記無機塩が、硫酸アルミニウム、硫酸アンモニウム、塩化アルミニウム、硫酸ナトリ
ウム、塩化マグネシウムおよび硫酸マグネシウムからなる群から選択される１種またはそ
れ以上である、請求項２または３記載の製造方法。
【請求項５】
　前記塩水溶液は、塩濃度が０．５～４０質量％である水溶液である、請求項１～４いず
れかに記載の製造方法。
【請求項６】
　前記水性コーティング組成物は、アクリル樹脂エマルション、アクリルシリコーン樹脂
エマルション、シリコーン樹脂エマルション、エポキシ樹脂ディスパージョンおよびアク
リル樹脂ディスパージョンからなる群から選択される１種またはそれ以上の水性樹脂分散
体を含む、請求項１～５いずれかに記載の製造方法。
【請求項７】
　前記コーティング層は剥離性コーティング層であり、前記コーティング材は剥離材であ
る、請求項１～６いずれかに記載の製造方法。
【請求項８】
　基材および剥離性コーティング層を少なくとも有する剥離材の製造方法であって、下記
工程、
　基材の質量に対して１質量％以上の塩を含む基材を提供する工程、
　前記基材の表面に、水性コーティング組成物を塗装する、水性コーティング組成物塗装
工程、および
　前記水性コーティング組成物塗装層から水分を分離させて、剥離性コーティング層を形
成する、コーティング層形成工程、
を包含し、
　前記水性コーティング組成物は、アクリルシリコーン樹脂エマルションおよびシリコー
ン樹脂エマルションから選択される１種またはそれ以上の水性樹脂分散体を含み、
　前記無機塩が、硫酸アルミニウム、硫酸アンモニウム、塩化アルミニウム、硫酸ナトリ
ウム、塩化マグネシウムおよび硫酸マグネシウムからなる群から選択される１種またはそ
れ以上である、
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製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、基材およびコーティング層を少なくとも有するコーティング材の製造方法で
あって、上記コーティング材のコーティング層を、水性コーティング組成物を用いて製造
する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　剥離紙は、粘着面の保護、粘着面同士の貼付および固着防止などの役割を有しており、
一般に広く用いられている。剥離紙は、基材上に、剥離層を設けることによって製造され
る。剥離層は一般に、剥離層形成用コーティング組成物を塗装することによって形成され
る。
【０００３】
　剥離層形成用コーティング組成物として、溶剤型コーティング組成物および水性コーテ
ィング組成物が挙げられる。溶剤型コーティング組成物は一般に、溶剤の揮発性が高いこ
とから乾燥スピードが速く、より高速で剥離層を形成することができ、生産速度が速く製
造性が優れるという利点がある。しかしながら近年においては、環境汚染などの環境負荷
低減に対する要請、そして製造作業上の安全面および衛生面などの点から、コーティング
組成物の水性化が求められている。
【０００４】
　しかしながら水性コーティング組成物は、溶剤型コーティング組成物と比べて乾燥スピ
ードが遅いため、生産速度が遅くなり、製造性が劣るという技術的課題がある。そのため
、依然として、溶剤型コーティング組成物を用いて剥離層を形成する方法が主流である。
【０００５】
　水性コーティング組成物を用いて剥離層を形成する手法についても、検討が行われてい
る。例えば特開平６－２４８２４４号公報（特許文献１）には、クラフト伸張紙、クラフ
ト紙又は再生紙の表面にエマルジョン型離型剤又は該離型剤と該離型剤の紙層中への浸透
をコントロールするための粘度調整剤との混合物を塗布してなる粘着テープ用剥離紙を開
示する。この特許文献１には、粘度調整剤を用いることによって、エマルジョン型離型剤
を用いた剥離紙製造を好適に行うことができ、生産性などが向上したと記載される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平６－２４８２４４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は上記従来技術の課題を解決することを課題とする。より特定すれば、本発明は
、水性コーティング組成物を用いて基材にコーティング層を形成する方法であって、速い
生産速度を可能とし、製造性が良好である製造方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するため、本発明は下記態様を提供する。
［１］
　基材およびコーティング層を少なくとも有するコーティング材の製造方法であって、下
記工程、
　基材の少なくとも一方の面に塩水溶液を塗装する、塩水溶液塗装工程、
　上記塩水溶液塗装面に、さらに、水性コーティング組成物を塗装する、水性コーティン
グ組成物塗装工程、および
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　上記水性コーティング組成物塗装層から水分を分離させて、コーティング層を形成する
、コーティング層形成工程、
を包含し、
　上記水性コーティング組成物は、樹脂エマルション、カチオン性分散樹脂およびアニオ
ン性分散樹脂から選択される１種またはそれ以上の水性樹脂分散体を含み、および
　上記塩水溶液塗装工程において塗装される塩の量は、基材の表面積あたり０．３～１０
ｇ／ｍ２である、
製造方法。
［２］
　上記塩水溶液に含まれる塩が無機塩である、上記製造方法。
［３］
　上記無機塩が、硫酸イオン、塩化物イオン、アルミニウムイオン、鉄イオン、ナトリウ
ムイオン、マグネシウムイオンからなる群から選択される１種またはそれ以上を有する、
上記製造方法。
［４］
　上記無機塩が、硫酸アルミニウム、硫酸アンモニウム、塩化アルミニウム、硫酸ナトリ
ウム、塩化マグネシウムおよび硫酸マグネシウムからなる群から選択される１種またはそ
れ以上である、上記製造方法。
［５］
　上記塩水溶液は、塩濃度が０．５～４０質量％である水溶液である、上記製造方法。
［６］
　上記水性コーティング組成物は、アクリル樹脂エマルション、アクリルシリコーン樹脂
エマルション、シリコーン樹脂エマルション、エポキシ樹脂ディスパージョンおよびアク
リル樹脂ディスパージョンからなる群から選択される１種またはそれ以上の水性樹脂分散
体を含む、上記製造方法。
［７］
　上記コーティング層は剥離性コーティング層であり、上記コーティング材は剥離材であ
る、上記製造方法。
［８］
　基材および剥離性コーティング層を少なくとも有する剥離材の製造方法であって、下記
工程、
　基材の質量に対して１質量％以上の塩を含む基材を提供する工程、
　上記基材の表面に、水性コーティング組成物を塗装する、水性コーティング組成物塗装
工程、および
　上記水性コーティング組成物塗装層から水分を分離させて、剥離性コーティング層を形
成する、コーティング層形成工程、
を包含し、
　上記水性コーティング組成物は、アクリルシリコーン樹脂エマルションおよびシリコー
ン樹脂エマルションから選択される１種またはそれ以上の水性樹脂分散体を含み、
　上記無機塩が、硫酸アルミニウム、硫酸アンモニウム、塩化アルミニウム、硫酸ナトリ
ウム、塩化マグネシウムおよび硫酸マグネシウムからなる群から選択される１種またはそ
れ以上である、
製造方法。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の製造方法により、水性コーティング組成物を用いて基材にコーティング層を形
成する方法であっても、速い生産速度が可能となり、良好な製造性が得られる利点がある
。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
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【図１】実施例１によって製造されたコーティング層の表面を、走査電子顕微鏡（ＳＥＭ
）で撮影した写真である（６００倍）。
【図２】実施例１で用いた、基材である紙の表面を、ＳＥＭで撮影した写真である（６０
０倍）。
【図３】基材である紙の表面に対して、実施例１で用いた塩水溶液のみを塗装した後に、
ＳＥＭで表面を撮影した写真である（６００倍）（比較例３）。
【図４】基材である紙の表面に対して、塩水溶液を塗装することなく、実施例１で用いた
水性コーティング組物を直接塗装した後に、ＳＥＭで表面を撮影した写真である（６００
倍）（比較例４）。
【図５】参考例１の、溶剤系コーティング組成物を塗装して得たコーティング層の表面を
ＳＥＭで撮影した写真である（６００倍）。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の方法は、基材およびコーティング層を少なくとも有するコーティング材の製造
方法であって、下記工程を包含する方法である：
　基材の少なくとも一方の面に塩水溶液を塗装する、塩水溶液塗装工程、
　上記塩水溶液塗装面に、さらに、水性コーティング組成物を塗装する、水性コーティン
グ組成物塗装工程、および
　上記水性コーティング組成物塗装層から水分を分離させて、コーティング層を形成する
、コーティング層形成工程。
　以下、本発明の方法を詳述する。
【００１２】
基材
　本発明の方法において、コーティング層を設ける基材として、例えば金属、プラスチッ
ク、紙、木材、ガラス、セラミック、モルタルなどの、任意の基材を用いることができる
。例えばコーティング材が剥離紙である場合は、コーティング材として任意の紙または樹
脂製のフィルム（以下、「樹脂フィルム」という）を用いることができる。なお本明細書
における「剥離紙」は、基材が紙である態様のみに限定されず、基材が樹脂フィルムであ
る態様（いわゆる剥離フィルム）も含むものとする。
【００１３】
　樹脂フィルムとしては特に限定されず、公知のものを使用することができる。樹脂フィ
ルムの具体例として、例えば、ポリメチルメタクリレートなどのアクリルフィルム；ポリ
エチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレートなどのポリエステルフィルム；ビス
フェノール類と塩化カルボニルから得られるポリカーボネ－トフィルム；ナイロン６、ナ
イロン６６、ナイロン１２などのナイロンフィルム；ポリエチレン、ポリプロピレンなど
のポリオレフィンフィルム；ポリビニルアルコール、ポリビニルアセテート、ポリビニル
クロライド、ポリビニリデンクロライドなどのビニルフィルム；などが挙げられる。これ
らの樹脂フィルムは、延伸したものであってもよく、２種またはそれ以上が複合化された
ものであってもよい。上記樹脂フィルムは、また、上記合成樹脂の樹脂ファイバーをパル
プ代わりの原料とし、必要に応じたバインダーなどを加えて抄紙機で製紙された、いわゆ
る合成紙であってもよい。
【００１４】
　紙としては特に限定されず、公知のものを使用することができる。紙の具体例として、
例えば、上質紙、クラフト紙、グラシン紙、再生紙、非木材紙（木材以外の植物から繊維
を取りだして抄紙機で製紙した紙）およびこれらの加工紙などが挙げられる。紙として、
上記合成樹脂の樹脂ファイバーおよびパルプ繊維を原料とし、必要に応じたバインダーな
どを加えて抄紙機で製紙された、パルプ繊維を含む合成紙であってもよい。本明細書にお
いて「パルプ繊維を含む合成紙」は、原料に含まれるパルプ繊維の含有量が５０質量％以
上であって、樹脂ファイバーの含有量が５０質量％未満であるものを意味する。
【００１５】
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　基材として紙を用いる場合において、紙の一般的な製造工程である抄紙工程後であって
脱水乾燥前の紙を用いることもできる。本明細書における紙は、パルプ繊維の含有量が５
０質量％以上であるものを意味する。
【００１６】
塩水溶液塗装工程
　本発明の方法は、塩水溶液塗装工程を包含する。この工程では、上記基材の少なくとも
一方の面に塩水溶液を塗装する。塩水溶液を塗装することによって、基材表面に塩が存在
する状態となる。
【００１７】
　上記塩水溶液は塩を含む水溶液である。塩として、有機塩および無機塩が挙げられる。
塩水溶液に含まれる塩は、無機塩であるのが好ましい。無機塩として、例えば、硫酸イオ
ン、塩化物イオン、アルミニウムイオン、鉄イオン、ナトリウムイオン、マグネシウムイ
オンからなる群から選択される１種またはそれ以上を有する塩であって、水溶液となった
ときに、これらのイオンのうち１種またはそれ以上を遊離する塩が挙げられる。なお、有
機塩として、上記無機イオンを含むカルボン酸塩（例えば、ギ酸塩、酢酸塩、クエン酸塩
、シュウ酸塩など）、有機スルホニウム塩（例えば、メタンスルホン酸塩など）などが挙
げられる。これらの塩は、１種が単独で含まれてもよく、２種以上が含まれてもよい。
【００１８】
　上記塩水溶液に含まれる塩が無機塩である場合において、無機塩は、硫酸アルミニウム
、硫酸アンモニウム、塩化アルミニウム、硫酸ナトリウム、塩化マグネシウムおよび硫酸
マグネシウムからなる群から選択される１種またはそれ以上であるのがより好ましく、硫
酸アルミニウム、硫酸アンモニウムおよび塩化アルミニウムからなる群から選択される１
種またはそれ以上であるのがさらに好ましい。上記無機塩は、その後のコーティング層形
成工程において、塗装された水性コーティング組成物中に含まれる水分を組成物から分離
させる性能が優れているという利点がある。
【００１９】
　上記塩水溶液は、市販される塩を用いて当業者に知られた方法により調製することがで
きる。塩水溶液に含まれる塩の濃度は、０．５～４０質量％の範囲内であるのが好ましく
、１～３５質量％の範囲内であるのがさらに好ましく、２～３０質量％の範囲内であるの
が特に好ましい。
【００２０】
　上記塩水溶液は、必要に応じて有機溶媒を含んでもよい。塩水溶液が含んでもよい有機
溶媒として、例えば、メタノール、エタノール、プロパノールなどのアルコール系溶媒；
メチルエチルケトン、アセトンなどのケトン系溶媒；メチルセロソルブ、エチルセロソル
ブ、ブチルセロソルブなどのセロソルブ系溶媒；ジエチレングリコールモノエチルエーテ
ル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテ
ル、エチレングリコールモノブチルエーテルなどのグリコール系溶媒；Ｎ－メチルピロリ
ドンなどが挙げられる。上記塩水溶液は、必要に応じた他の成分を含んでもよい。他の成
分として、例えば、造膜助剤、増粘剤、表面調整剤、防腐剤、防かび剤、消泡剤などが挙
げられる。これら他の成分が塩である場合は、上記塩水溶液中において、主成分である塩
とともに作用すると推測される。
【００２１】
　上記塩水溶液の塗装は、当業者において一般的に用いられる塗装方法で行うことができ
る。塩水溶液の塗装方法として、例えば、スプレー、浸漬、刷毛、流し塗り、ローラー、
ロールコーターなどの、一般に用いられている塗装方法が挙げられる。
【００２２】
　塩水溶液塗装工程において塩水溶液を塗装することによって、基材の表面に塩が存在す
ることとなる。上記塩水溶液塗装工程において塗装される塩の量は、基材の表面積あたり
０．３～１０ｇ／ｍ２である。塗装される塩の量は、０．５ｇ／ｍ２以上であるのがより
好ましく、１．０ｇ／ｍ２以上であるのがさらに好ましい。基材の表面に塩が存在するこ
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とによって、その後のコーティング層形成工程において、塗装された水性コーティング組
成物中に含まれる水分が組成物から分離することとなる。
【００２３】
　基材表面上に塩水溶液を塗装した後、必要に応じて乾燥を行ってもよい。乾燥条件は基
材の種類に応じて適宜選択することができる。乾燥条件として、例えば、３０～１２０℃
で２秒～６０分乾燥させる条件などが挙げられる。なお、塩水溶液を塗装した後、乾燥な
どを行うことなく、水性コーティング組成物を塗装することもできる。
【００２４】
水性コーティング組成物塗装工程
　水性コーティング組成物塗装工程は、上記工程において塩水溶液を塗装した面に、さら
に、水性コーティング組成物を塗装する工程である。上記水性コーティング組成物は、樹
脂エマルション、カチオン性分散樹脂およびアニオン性分散樹脂から選択される１種また
はそれ以上の水性樹脂分散体を含む。
【００２５】
　上記樹脂エマルションとして、例えば、アクリル樹脂エマルション、アクリルシリコー
ン樹脂エマルション、シリコーン樹脂エマルション、ウレタン樹脂エマルション、エポキ
シ樹脂エマルション、ポリエステル樹脂エマルションなどが挙げられる。上記樹脂エマル
ションは、アクリル樹脂エマルション、アクリルシリコーン樹脂エマルションおよびシリ
コーン樹脂エマルションから選択される１種またはそれ以上であるのがより好ましい。
　上記カチオン性分散樹脂として、例えば、エポキシ樹脂ディスパージョンなどが挙げら
れる。上記アニオン性分散樹脂として、例えば、アクリル樹脂ディスパージョンなどが挙
げられる。
【００２６】
　アクリル樹脂エマルションとして、例えば、各種重合性単量体の重合によって得られる
アクリル樹脂のエマルションなどが挙げられる。上記重合性単量体とは、分子中にビニル
基等の不飽和結合を少なくとも１つ有するものをいい、アクリル酸およびメタクリル酸の
誘導体を含む。上記重合性単量体としては、特に限定されず、例えば、アクリル酸、メタ
クリル酸、マレイン酸、イタコン酸等のエチレン系不飽和カルボン酸単量体；（メタ）ア
クリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）
アクリル酸２－エチルヘキシル等のエチレン系不飽和カルボン酸アルキルエステル単量体
；（メタ）アクリル酸シクロペンチル、（メタ）アクリル酸シクロヘキシル等のシクロア
ルキル基含有重合性単量体；マレイン酸エチル、マレイン酸ブチル、イタコン酸エチル、
イタコン酸ブチル等のエチレン系不飽和ジカルボン酸のモノエステル単量体；（メタ）ア
クリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）
アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチルとεカプロ
ラクトンとの反応物等のヒドロキシル基含有エチレン系不飽和カルボン酸アルキルエステ
ル単量体；（メタ）アクリル酸アミノエチル、（メタ）アクリル酸ジメチルアミノエチル
、（メタ）アクリル酸ブチルアミノエチル等のエチレン系不飽和カルボン酸アミノアルキ
ルエステル単量体；アミノエチル（メタ）アクリルアミド、ジメチルアミノメチル（メタ
）アクリルアミド、メチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミド等のエチレン系不飽和
カルボン酸アミノアルキルアミド単量体；アクリルアミド、メタクリルアミド、Ｎ－メチ
ロールアクリルアミド、メトキシブチルアクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド等の
その他のアミド基含有エチレン系不飽和カルボン酸単量体；アクリル酸グリシジル、メタ
クリル酸グリシジル等のエチレン系不飽和カルボン酸グリシジルエステル単量体；（メタ
）アクリロニトリル、α－クロルアクリロニトリル等のシアン化ビニル系単量体；酢酸ビ
ニル、プロピオン酸ビニル等の飽和脂肪族カルボン酸ビニルエステル単量体；スチレン、
α－メチルスチレン、ビニルトルエン等のスチレン系単量体等を挙げることができる。こ
れらは１種類または２種類以上を混合して使用することができる。なお本明細書中で（メ
タ）アクリル酸とは、アクリル酸またはメタクリル酸を指す。
【００２７】
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　上記アクリル樹脂エマルションは、コア部とシェル部とからなる多層構造粒子が分散さ
れてなる重合体水性分散体を形成するものであってもよい。上記多層構造粒子は、コア部
を形成する樹脂がガラス転移温度－７０～３５℃であるアクリル重合体であり、シェル部
を形成する樹脂がガラス転移温度２５～８０℃であるアクリル重合体であることが好まし
い。このような多層構造粒子が分散されてなる重合体水性分散体は、特開２００２－１２
８１６号公報に記載された公知の製造方法によって調製することができる。
【００２８】
　上記アクリル重合体のガラス転移温度は、構成する単量体またはホモポリマーの既知の
ガラス転移温度および組成比に基づいて算出することができる。
【００２９】
　上記アクリル樹脂エマルションは、粒子径が２０～５００ｎｍであるのが好ましく、５
０～２００ｎｍであるのがより好ましい。上記粒子径が２０ｎｍ未満の場合は、水性コー
ティング組成物の粘度が増大し、塗装作業性確保のためにより多くの希釈剤が必要となり
、水性コーティング組成物の固形分濃度が著しく低下するおそれがあり、５００ｎｍを超
える場合には、アクリル樹脂エマルションの安定性が著しく低下するおそれがある。なお
、本明細書中において、粒子径とは、動的光散乱法によって決定される重量平均粒子径で
あり、具体的には、電気泳動光散乱光度計ＥＬＳ－８００（大塚電子社製）などを使用し
て測定することができる。
【００３０】
　アクリルシリコーン樹脂エマルションは、例えば、上記重合性単量体に加えて、アルコ
キシシリル基含有重合性単量体を更に含有する単量体組成物の重合によって得られる重合
体などを挙げることができる。
【００３１】
　上記アルコキシシリル基含有重合性単量体は、炭素数１～１４のアルコキシシリル基を
含有する重合性単量体であれば特に限定されず、例えば、（メタ）アクリル酸トリメトキ
シシリルプロピル、（メタ）アクリル酸トリエトキシシリルプロピル、（メタ）アクリル
酸トリブトキシシリルプロピル、（メタ）アクリル酸ジメトキシメチルシリルプロピル、
（メタ）アクリル酸メトキシジメチルシリルプロピル、ビニルトリメトキシシラン、ビニ
ルトリエトキシシラン、ビニルジメトキシメチルシラン、ビニルメトキシジメチルシラン
、ビニルトリス（β－メトキシエトキシ）シランなどを挙げることができる。これらは１
種類または２種類以上を混合して使用することができる。これらのうち、特に、（メタ）
アクリル酸トリメトキシシリルプロピル、（メタ）アクリル酸トリエトキシシリルプロピ
ル、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシランなどを挙げることができる。
【００３２】
　さらに、アクリルシリコーン樹脂エマルションは、アクリル樹脂に有機シリコーン単位
を導入してもよい。有機シリコーン単位を導入する方法としては、有機シリコーン化合物
およびアクリル重合性単量体の混合物を乳化重合し加水分解、縮合反応およびラジカル重
合を行う方法、シリコーン官能基を有する単量体を共重合する方法、アクリル重合体に対
して有機シリコーン化合物を反応させることにより、アクリル重合体粒子表面に有機シリ
コーン化合物を結合させる方法等が挙げられる。上記の２以上の方法を組み合わせるもの
であってもよい。
【００３３】
上記方法で使用する有機シリコーン化合物としては、特に限定されず、例えば、オルガノ
シラン、オルガノシランの加水分解物、オルガノシランの縮合物を挙げることができる。
【００３４】
　上記オルガノシランは、一般に、下記一般式（１）
【００３５】
【化１】



(9) JP 2019-18153 A 2019.2.7

10

20

30

40

50

［式中、Ｒ１は、２個存在するときは同一または異なり、炭素数１～８の一価の有機基を
示す。Ｒ２は、同一または異なり、炭素数１～５のアルキル基または炭素数１～６のアシ
ル基を示す。ｎは０～２の整数である。］
で表される。
【００３６】
　上記オルガノシランの加水分解物は、上記一般式（１）で表されるオルガノシランの、
ＯＲ２基が加水分解されている化合物である。上記オルガノシランに２～４個含まれるＯ
Ｒ２基のすべてが加水分解されている必要はなく、例えば、１個だけが加水分解されてい
るもの、２個以上が加水分解されているもの、あるいはこれらの混合物であってもよい。
【００３７】
　上記オルガノシランの縮合物は、オルガノシランの加水分解物のシラノール基が縮合し
てＳｉ－Ｏ－Ｓｉ結合を形成したものである。上記有機シリコーン化合物は、シラノール
基のすべてが縮合しているものの他、僅かな一部のシラノール基が縮合したもの、縮合の
程度が異なっているものの混合物等であってもよい。
【００３８】
　一般式（１）において、Ｒ１の炭素数１～８の一価の有機基としては、例えば、メチル
基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル基、ｓｅｃ
－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、２－エ
チルヘキシル基等のアルキル基；アセチル基、プロピオニル基、ブチリル基、バレリル基
、ベンゾイル基、トリオイル基、カプロイル基等のアシル基；ビニル基、アリル基、シク
ロヘキシル基、フェニル基、エポキシ基、グリシジル基、（メタ）アクリルオキシ基、ウ
レイド基、アミド基、フルオロアセトアミド基、イソシアナート基等のほか、これらの基
の置換誘導体等を挙げることができる。
【００３９】
　Ｒ１の置換誘導体における置換基としては、例えば、ハロゲン原子、置換もしくは非置
換のアミノ基、水酸基、メルカプト基、イソシアナート基、グリシドキシ基、３，４－エ
ポキシシクロヘキシル基、（メタ）アクリルオキシ基、ウレイド基、アンモニウム塩基等
を挙げることができる。ただし、これらの置換誘導体からなるＲ１の炭素数は、置換基中
の炭素原子を含めて８以下である。一般式（１）中に、Ｒ１が２個存在するときは、相互
に同一でも異なってもよい。
【００４０】
　また、Ｒ２の炭素数１～５のアルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基、ｎ－
プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペ
ンチル基等を挙げることができ、炭素数１～６のアシル基としては、例えば、アセチル基
、プロピオニル基、ブチリル基、バレリル基、カプロイル基等を挙げることができる。一
般式（１）中に複数個存在するＲ２は、相互に同一でも異なってもよい。
【００４１】
　上記オルガノシランとしては、特に限定されず、例えば、テトラメトキシシラン、テト
ラエトキシシラン、テトラ－ｎ－プロポキシシラン、テトラ－ｉ－プロポキシシラン、テ
トラ－ｎ－ブトキシシラン等のテトラアルコキシシラン類；メチルトリメトキシシラン、
メチルトリエトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、ｎ
－プロピルトリメトキシシラン、ｎ－プロピルトリエトキシシラン、ｉ－プロピルトリメ
トキシシラン、ｉ－プロピルトリエトキシシラン、ｎ－ブチルトリメトキシシラン、ｎ－
ブチルトリエトキシシラン、ｎ－ペンチルトリメトキシシラン、ｎ－ヘキシルトリメトキ
シシラン、ｎ－ヘプチルトリメトキシシラン、ｎ－オクチルトリメトキシシラン、ビニル
トリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、シクロヘキシルトリメトキシシラン、
シクロヘキシルトリエトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、フェニルトリエトキ
シシラン、３－クロロプロピルトリメトキシシラン、３－クロロプロピルトリエトキシシ
ラン、３，３，３－トリフルオロプロピルトリメトキシシラン、３，３，３－トリフルオ
ロプロピルトリエトキシシラン、３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプ
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ロピルトリエトキシシラン、２－ヒドロキシエチルトリメトキシシラン、２－ヒドロキシ
エチルトリエトキシシラン、２－ヒドロキシプロピルトリメトキシシラン、２－ヒドロキ
シプロピルトリエトキシシラン、３－ヒドロキシプロピルトリメトキシシラン、３－ヒド
ロキシプロピルトリエトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、３－
メルカプトプロピルトリエトキシシラン、３－イソシアナートプロピルトリメトキシシラ
ン、３－イソシアナートプロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリメ
トキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、２－（３，４－エポキシ
シクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）
エチルトリエトキシシラン、３－（メタ）アクリルオキシプロピルトリメトキシシラン、
３－（メタ）アタクリルオキシプロピルトリエトキシシラン、３－ウレイドプロピルトリ
メトキシシラン、３－ウレイドプロピルトリエトキシシラン等のトリアルコキシシラン類
；ジメチルジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、ジエチルジメトキシシラン、
ジエチルジエトキシシラン、ジ－ｎ－プロピルジメトキシシラン、ジ－ｎ－プロピルジエ
トキシシラン、ジ－ｉ－プロピルジメトキシシラン、ジ－ｉ－プロピルジエトキシシラン
、ジ－ｎ－ブチルジメトキシシラン、ジ－ｎ－ブチルジエトキシシラン、ジ－ｎ－ペンチ
ルジメトキシシラン、ジ－ｎ－ペンチルジエトキシシラン、ジ－ｎ－ヘキシルジメトキシ
シラン、ジ－ｎ－ヘキシルジエトキシシラン、ジ－ｎ－ヘプチルジメトキシシラン、ジ－
ｎ－ヘプチルジエトキシシラン、ジ－ｎ－オクチルジメトキシシラン、ジ－ｎ－オクチル
ジエトキシシラン、ジ－ｎ－シクロヘキシルジメトキシシラン、ジ－ｎ－シクロヘキシル
ジエトキシシラン、ジフェニルジメトキシシラン、ジフェニルジエトキシシラン等のジア
ルコキシシラン類のほか、メチルトリアセチルオキシシラン、ジメチルジアセチルオキシ
シラン等を挙げることができる。
【００４２】
　これらのうち、好ましく用いられるのは、トリアルコキシシラン類、ジアルコキシシラ
ン類であり、又、トリアルコキシシラン類としては、メチルトリメトキシシラン、メチル
トリエトキシシランが好ましく、更に、ジアルコキシシラン類としては、ジメチルジメト
キシシラン、ジメチルジエトキシシランが好ましい。
【００４３】
　シリコーン樹脂エマルションは、オルガノポリシロキサンを界面活性剤の存在下で水中
にエマルション化させることによって調製することができる。シリコーン樹脂エマルショ
ンの調製において、必要に応じて、架橋剤、触媒などの添加剤を含めてもよい。
【００４４】
　オルガノポリシロキサンとして、非反応型オルガノポリシロキサン、縮合型オルガノポ
リシロキサン、付加型オルガノポリシロキサンなどのオルガノポリシロキサンを用いるこ
とができる。これらのオルガノポリシロキサンは１種を単独で用いてもよく、２種または
それ以上を組み合わせて用いてもよい。
【００４５】
　非反応型オルガノポリシロキサンとして、飽和炭化水素基を有するシロキサン基によっ
て構成される、シロキサン結合を有するポリマーが挙げられる。
【００４６】
　非反応型オルガノポリシロキサンは、例えば下記式（２）で示すことができる。
【化２】

　　　　　　（２）
上記式（２）中、Ｒ３～Ｒ１０はそれぞれ独立して、置換基を有してもよい、炭素数１～
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２０の一価の飽和炭化水素基であり、ｎは２５～２０００の整数である。
　上記式（２）中、Ｒ３～Ｒ１０は、それぞれ独立して、メチル基、エチル基、プロピル
基、ブチル基などのアルキル基、シクロヘキシル基などのシクロアルキル基、フェニル基
、トリル基などのアリール基、あるいはこれらの基の炭素原子に結合した水素原子の一部
または全部をハロゲン原子、シアノ基などで置換したクロロメチル基、シアノエチル基な
どのような非置換または置換された一価の飽和炭化水素基などから選択される基であるの
が好ましい。上記式（２）で示される非反応型オルガノポリシロキサンにおいて、Ｒ３～
Ｒ１０のうち少なくとも８０％がメチル基であるのがより好ましい。
【００４７】
　縮合型オルガノポリシロキサンは、上記非反応型オルガノポリシロキサンのうち、少な
くとも２つの一価飽和炭化水素基が水酸基に置換されたオルガノポリシロキサンである。
縮合型オルガノポリシロキサンとして、例えば、上記式（２）で示されるオルガノポリシ
ロキサンであって、Ｒ３およびＲ７は水酸基であり、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ８、Ｒ９、Ｒ
１０はそれぞれ独立して、置換基を有してもよい、炭素数１～２０の一価の炭化水素基で
あり、ｎは２５～２０００の整数である、オルガノポリシロキサンが挙げられる。この態
様において、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０のうち少なくとも８０％がメチル基
であるのがより好ましい。
【００４８】
　付加型オルガノポリシロキサンは、上記非反応型オルガノポリシロキサンのうち、少な
くとも２つの一価飽和炭化水素基がアルケニル基に置換されたオルガノポリシロキサンで
ある。
　付加型オルガノポリシロキサンとして、例えば、上記式（２）で示されるオルガノポリ
シロキサンであって、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ６、Ｒ７、Ｒ８、Ｒ１０のうち少なくとも２つはア
ルケニル基であり、そして残りの基は、それぞれ独立して、置換基を有してもよい、炭素
数１～２０の一価の飽和炭化水素基であり、Ｒ５およびＲ９はそれぞれ独立して、置換基
を有してもよい、炭素数１～２０の一価の飽和炭化水素基を示し、ｎは２５～２０００の
整数である、オルガノポリシロキサンが挙げられる。
【００４９】
　上記アルケニル基として、例えば、炭素数１～１０であり、その末端に炭素－炭素不飽
和二重結合基を有する、一価の炭化水素基が挙げられる。アルケニル基の具体例として、
例えば、ビニル基、プロパ－２－エン－１－イル基などが挙げられる。上記アルケニル基
はビニル基であるのがより好ましい。
【００５０】
　このような付加型オルガノポリシロキサンにおいて、Ｒ３～Ｒ１０がとりうる一価の飽
和炭化水素基のうち少なくとも８０％がメチル基であるのがより好ましい。
【００５１】
　付加型オルガノポリシロキサンの他の１例として、例えば下記式（３）で示されるオル
ガノポリシロキサンが挙げられる。
【００５２】
【化３】

　　　　　　　　　　（３）
　上記式（３）中、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ６、Ｒ７、Ｒ８、Ｒ１０のうち少なくとも１つはアル
ケニル基であり、そして残りの基は、それぞれ独立して、置換基を有してもよい、炭素数
１～２０の一価の飽和炭化水素基であり、
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　Ｒ５、Ｒ９およびＲ１２はそれぞれ独立して、置換基を有してもよい、炭素数１～２０
の一価の飽和炭化水素基を示し、
　Ｒ１１は、アルケニル基であり、
　ｐおよびｑはそれぞれ独立した整数であって、２５＜ｐ＋ｑ＜２０００を満たすことを
条件とする。
【００５３】
　上記付加型オルガノポリシロキサンにおける好ましいアルケニル基は、上述と同様であ
る。
【００５４】
　上記付加型オルガノポリシロキサンにおいて、Ｒ３～Ｒ１２がとりうる一価の飽和炭化
水素基のうち少なくとも８０％がメチル基であるのがより好ましい。
【００５５】
　オルガノポリシロキサンを用いたシリコーン樹脂エマルションの調製において用いるこ
とができる界面活性剤として、アニオン系界面活性剤、カチオン系界面活性剤およびノニ
オン系界面活性剤などが挙げられる。界面活性剤として、アニオン系界面活性剤もしくは
カチオン系界面活性剤が好適に用いられる。アニオン系界面活性剤として、例えば、スル
ホン酸基、スルホネート基、硫酸エステル基、リン酸エステル基、カルボキシル基などを
有するものなどが挙げられる。カチオン系界面活性剤として、例えば、アミン塩、４級ア
ンモニウム塩及びポリオキシアルキレン付加型アンモニウム塩の構造を持つものなどが挙
げられる。ノニオン系界面活性剤として、例えば、ポリオキシエチレンラウリルエーテル
、ポリオキシエチレントリデシルエーテル等のアルキルエーテル型のもの、ポリオキシエ
チレンオレート、ポリオキシエチレンラウレート等のアルキルエステル型のものなどが挙
げられる。これらのアニオン系界面活性剤またはカチオン系界面活性剤は１種を単独で用
いてもよく、２種またはそれ以上を組み合わせて用いてもよい。アニオン系界面活性剤ま
たはカチオン系界面活性剤にノニオン系界面活性剤を組み合わせて用いてもよい。アニオ
ン系界面活性剤またはカチオン系界面活性剤と、ＨＬＢが１０～１５であるノニオン系界
面活性剤を組み合わせて用いるのが、得られるシリコーン樹脂エマルションの安定性の面
などの点からより好ましい。
【００５６】
　エマルションの調製に用いられる界面活性剤は、オルガノポリシロキサン１００質量部
に対して０．０５～２０質量部の範囲内であるのが好ましい。
【００５７】
　オルガノポリシロキサンを用いたシリコーン樹脂エマルションの調製において、必要に
応じて、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）などの水溶性樹脂を用いてもよい。シリコーン
樹脂エマルションの調製において、このような水溶性樹脂は、界面活性剤と同様の効果を
有し、得られるシリコーン樹脂エマルションの安定性を向上させることができる利点があ
る。エマルションの調製において水溶性樹脂を用いる場合において、用いられる水溶性樹
脂の量は、オルガノポリシロキサン１００質量部に対して０．０５～２０質量部の範囲内
であるのが好ましい。
【００５８】
　シリコーン樹脂エマルションの調製において、必要に応じて架橋剤を用いてもよい。例
えばオルガノポリシロキサンとして縮合型オルガノポリシロキサンおよび／または付加型
オルガノポリシロキサンを用いる場合は、オルガノハイドロジェンポリシロキサンまたは
オルガノポリシロキサンであって１分子中にＳｉＨまたは加水分解性基を少なくとも３個
有するものを、架橋剤として好適に用いることができる。上記加水分解性基として、Ｓｉ
元素に直接結合したアルコキシ基（例えばメトキシ基、エトキシ基など）などが挙げられ
る。
【００５９】
　好ましい架橋剤として、例えば、メチルハイドロジェンポリシロキサン、エチルハイド
ロジェンポリシロキサン、ポリメトキシポリシロキサン、ポリエトキシポリシロキサンな
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どが挙げられる。
【００６０】
　好ましいメチルハイドロジェンポリシロキサンとして、例えば、下記式（４）で示され
るポリシロキサンが挙げられる。
【化４】

　　　　　　　（４）
　上記式（４）中、ｅは、５～３００の範囲内の整数である。
【００６１】
　好ましいポリエトキシポリシロキサンとして、例えば、下記式（５）で示されるポリシ
ロキサンが挙げられる。

【化５】

　　　　　　　（５）
　上記式（５）中、ｆは、５～３００の範囲内の整数である。
【００６２】
　好ましいポリメトキシポリシロキサンとして、例えば、下記式（６）で示されるポリシ
ロキサンが挙げられる。

【化６】

　　　　　　（６）
　上記式（６）中、ｇは、５～３００の範囲内の整数である。
【００６３】
　架橋剤を用いて上記オルガノポリシロキサンを架橋させることによって、例えば剥離層
を設ける場合において、撥水性および非粘着性などを向上させ、またこれらの効果の持続
性を高めることができるなどの利点がある。
【００６４】
　架橋剤を用いる場合は、オルガノポリシロキサン１００質量部に対して、０．１～２０
質量部の範囲内で用いるのが好ましい。
【００６５】
　シリコーン樹脂エマルションの調製において、必要に応じて触媒を用いてもよい。例え
ばオルガノポリシロキサンとして縮合型オルガノポリシロキサンを用いる場合は、縮合反
応触媒を用いることによって、上記架橋反応を良好に進行させることができる利点がある
。縮合反応触媒として、例えば、塩酸、リン酸、メタンスルホン酸、パラトルエンスルホ
ン酸、マレイン酸、トリフロロ酢酸などの酸触媒；水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、
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ナトリウムエトキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキシドなどのアルカリ触媒；お
よび、炭酸ナトリウム、アルコキシド、キレート化合物などが挙げられる。
【００６６】
　また、例えばオルガノポリシロキサンとして付加型オルガノポリシロキサンを用いる場
合は、付加反応用触媒を用いることによって、上記架橋反応を良好に進行させることがで
きる利点がある。付加反応用触媒として、例えば、白金黒、塩化白金酸、塩化白金酸－オ
レフィンコンプレックス、塩化白金酸－アルコール配位化合物、ロジウム、ロジウム－オ
レフィンコンプレックスなどが挙げられる。
【００６７】
　触媒を用いる場合は、オルガノポリシロキサン１００質量部に対して、０．００１～３
質量部の範囲内で用いるのが好ましい。触媒を用いる場合における触媒の量は、触媒の種
類および必要とする反応速度などに応じて適宜選択することができる。
【００６８】
　シリコーン樹脂エマルションの調製は、公知の方法を用いて上記成分をエマルション化
（分散）させることによって調製することができる。例えば、オルガノポリシロキサン、
水、界面活性剤、そして必要に応じた架橋剤を、撹拌装置（例えば、プラネタリーミキサ
ー、コンビミキサーなどの高剪断可能な撹拌装置）を用いて混合し、転相法により乳化し
、水を加えて希釈することによって、調製することができる。シリコーン樹脂エマルショ
ンの調製において触媒を用いる場合は、上記エマルション化工程とは別に、分散化または
エマルション化して添加するのが好ましい。
【００６９】
　シリコーン樹脂エマルションの調製において、必要に応じて、水溶性樹脂（例えばＰＶ
Ａ、セルロース誘導体、デンプン誘導体など）、触媒活性抑制剤、シリコーンレジン、シ
リカ、レベリング剤、スチレン・無水マレイン酸共重合体などを添加することができる。
このような任意成分の添加量は、本発明の効果を妨げないことを条件として、当業者にお
いて通常用いられる量とすることができる。
【００７０】
　ウレタン樹脂エマルション、エポキシ樹脂エマルション、ポリエステル樹脂エマルショ
ン、そして、エポキシ樹脂ディスパージョンなどのカチオン性分散樹脂、アクリル樹脂デ
ィスパージョンなどのアニオン性分散樹脂は、当業者に通常用いられる方法に従って調製
することができる。
【００７１】
　例えばアクリル樹脂ディスパージョンは、上記重合性単量体を溶液重合してアクリル樹
脂を調製し、その後、得られたアクリル樹脂を水中に分散させることによって調製するこ
とができる。より具体的には、アクリル樹脂ディスパージョンは、上記エチレン系不飽和
カルボン酸単量体を必須成分とし、それ以外の重合性単量体とともに溶液重合を行った後
、塩基性化合物で中和し、水中に分散させることによって調製することができる。
【００７２】
　上記溶液重合は、加熱条件下において、上記重合性単量体の混合物を、重合開始剤と共
に有機溶媒中へ滴下しながら撹拌する方法が一般的である。溶液重合は、例えば、重合温
度６０～１６０℃、滴下時間０．５～１０時間の条件で行うことができる。上記重合性単
量体は、２段階に分けて重合させることもできる。重合性単量体を、２段階に分けて重合
を行うことによって、コア部とシェル部とからなるコアシェル型アクリル樹脂ディスパー
ジョンを得ることができる。
【００７３】
　上記重合開始剤は、通常の重合に用いられるものであれば特に限定されず、例えば、ア
ゾ系化合物または過酸化物が挙げられる。一般に、重合性単量体混合物１００質量部に対
する重合開始剤の量は０．１～１８質量部であり、好ましくは０．３～１２質量部である
。
【００７４】
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　また、ここで用い得る溶媒は反応に悪影響を与えないものであれば特に限定されず、例
えば、アルコール、ケトン、エーテルおよび炭化水素系溶媒などが挙げられる。さらに、
分子量を調節するために、ラウリルメルカプタンのようなメルカプタン、および、α－メ
チルスチレンダイマーなどのような連鎖移動剤を必要に応じて用いることができる。
【００７５】
　このように溶液重合で得られるアクリル樹脂の数平均分子量は、４，０００～２０，０
００であるのが好ましい。本明細書において、溶液重合で得られるアクリル樹脂の数平均
分子量は、ポリスチレン標準サンプル基準を用いたゲルパーミエーションクロマトグラフ
ィ（ＧＰＣ）で測定することができる。
【００７６】
　上記溶液重合で得られたアクリル樹脂は、必要に応じて溶剤を除去した後、塩基性化合
物を加えて中和して水性化することにより、アクリル樹脂ディスパージョンを得ることが
できる。上記塩基性化合物を加える量は、上記溶液重合で得られたアクリル樹脂が有する
カルボキシル基の中和率が６０～１００％となる量であることが好ましい。上記塩基性化
合物は、アンモニア、メチルアミン、エチルアミン、ジメチルアミン、ジエチルアミン、
トリメチルアミン、トリエチルアミン、ジメチルエタノールアミン、ジエタノールアミン
、ジエチルアミノエタノール、トリエタノールアミン、テトラエチルアンモニウムヒドロ
キシド、プロピルアミン、ジプロピルアミン、トリプロピルアミン、ブチルアミン、ジブ
チルアミン、トリブチルアミンなどのアミン類などが挙げられる。
【００７７】
　水性コーティング組成物中に含まれる、樹脂エマルション、カチオン性分散樹脂および
アニオン性分散樹脂から選択される１種またはそれ以上を含む水性樹脂分散体の量は、樹
脂固形分量として、水性コーティング組成物１００質量部に対して１～５０質量部である
のが好ましい。
【００７８】
　水性コーティング組成物は、上記成分に加えて、必要に応じた他の成分を含んでもよい
。他の成分として、例えば、造膜助剤、増粘剤、多官能アミン重合体、カップリング剤、
可塑剤、架橋樹脂粒子、顔料、表面調整剤、防腐剤、防かび剤、消泡剤、光安定剤、紫外
線吸収剤、酸化防止剤、ｐＨ調整剤などが挙げられる。
【００７９】
　水性コーティング組成物は、水を溶媒として含む。水性コーティング組成物は、水に加
えて、アルコールまたはグリコールなどのような親水性の有機溶媒を必要に応じて含んで
もよい。
【００８０】
　水性コーティング組成物の調製法としては特に限定されず、上述した各成分を、攪拌機
などにより攪拌することによって調製することができる。水性コーティング組成物中に顔
料または意匠材料が含まれる場合は、分散性のよいものは攪拌機により混合することがで
き、他の方法として、水、界面活性剤または分散剤などを含むビヒクルにサンドグライン
ドミルなどを用いて予め分散させたものを加えることもできる。
【００８１】
　上記水性コーティング組成物を、塩水溶液塗装工程において塩水溶液を塗装した面に、
さらに塗装する。水性コーティング組成物の塗装は、当業者に通常用いられる塗装方法で
行うことができる。塗装方法として、例えば、ローラー、ロールコーター、エアースプレ
ー、エアレススプレー、エアーナイフコーター、カーテンフローコーター、ローラーカー
テンコーター、ダイコーター、グラビアコーター、ワイヤーコーター、ドクターコーター
、ブレードコーターなどが挙げられる。
【００８２】
　水性コーティング組成物の塗装量は、水性コーティング組成物の種類、性能および固形
分量など、そして、設けるコーティング層の種類および性能など、に応じて適宜選択する
ことができる。例えば、コーティング層の乾燥質量として、０．１～２００ｇ／ｍ２とな
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る量で塗装することができる。コーティング層の乾燥質量として、０．２～１５０ｇ／ｍ
２が好ましく、０．３～１００ｇ／ｍ２がより好ましい。
【００８３】
コーティング層形成工程
　本発明の方法では、上記コーティング層形成工程において塗装された水性コーティング
組成物塗装層から水分を分離させて、コーティング層が形成される。本発明の方法におい
て、基材の塩水溶液塗装面に、水性コーティング組成物が塗装されることによって、水性
コーティング組成物と、基材表面上に存在する塩とが接触することとなる。そしてこの接
触により、水性コーティング組成物中に含まれる樹脂エマルションなどの水性樹脂分散体
の分散状態が不安定化し、樹脂成分が凝集する。樹脂エマルションなどの水性樹脂分散体
の電荷が塩の有する反対電荷により中和され、水性樹脂分散体の安定性を低下させる塩析
作用によるものと考えられる。これにより、水性コーティング組成物中に含まれる水分が
分離することとなり、短時間でコーティング層が形成される。
【００８４】
　本発明のコーティング層形成工程においては、上記のように、基材表面上に存在する塩
と水性コーティング組成物とが接触することにより、組成物中の水性樹脂分散体を所定の
不安定条件とし、これにより樹脂成分などを意図的に凝集させることで析出させ、水性樹
脂分散体を構成する樹脂成分と水分とを分離させることを特徴とする。コーティング層形
成工程において、上記のように水分が分離してコーティング層が形成されることによって
、コーティング層の形成に要する時間が短縮される。これにより、コーティング層の形成
に要する時間が短縮され、コーティング材の生産速度が速くなる利点がある。
【００８５】
　なお、コーティング層形成工程において分離する「水分」は、水のみに限定されるもの
ではない。分離する「水分」は、例えば水性コーティング組成物に含まれうる水溶性成分
（例えば界面活性剤など）、有機溶媒（アルコールなど）などを含んでもよい。
【００８６】
　本発明の方法においては、コーティング層形成工程において、塗装された水性コーティ
ング組成物から分離した水分を、乾燥以外の方法によって除去してもよい。組成物から分
離した水分を、乾燥以外の方法で除去することによって、コーティング層の形成に要する
時間をより短くすることができる。乾燥以外の方法で水分を除去する方法として、例えば
、塗装によって得られたコーティング層を傾けることなどによって、重力により水分を流
し落とす方法、水分を手または空気（エアブロー）で除去するまたは必要に応じて任意の
器具を用いて除去するなどの除去方法、水分吸収材料（例えば、高吸水性樹脂、タンパク
質、多糖類など）を接触させて水分を吸収させることによって水分取り除く方法などが挙
げられる。
【００８７】
　なお本発明の方法においては、塩と水性コーティング組成物との接触によって、水性コ
ーティング組成物塗装層から水分が分離されることが伴えばよい。例えば、得られたコー
ティング層を必要に応じて加熱し、乾燥および硬化をさせてもよい。加熱条件として、例
えば３０～１５０℃で１５秒～６０分間加熱する条件などが挙げられる。なお「硬化」は
、例えば付加型オルガノポリシロキサンおよび／または縮合型オルガノポリシロキサンを
含むシリコーン樹脂エマルションを含む水性コーティング組成物を塗装する態様において
特に好適に用いられる。
【００８８】
　本発明の方法の一態様として、上記コーティング層は剥離性コーティング層であり、上
記コーティング材は剥離材である態様が挙げられる。このような態様において、剥離性コ
ーティング層の形成に用いられる水性コーティング組成物は、アクリルシリコーン樹脂エ
マルションおよびシリコーン樹脂エマルションから選択される１種またはそれ以上の水性
樹脂分散体を含むのが好ましい。
　基材および剥離性コーティング層を少なくとも有する剥離材の製造方法として、以下の
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工程を包含する方法が挙げられる：
　基材の質量に対して１質量％以上の塩を含む基材を提供する工程、
　前記基材の表面に、水性コーティング組成物を塗装する、水性コーティング組成物塗装
工程、および
　前記水性コーティング組成物塗装層から水分を分離させて、剥離性コーティング層を形
成する、コーティング層形成工程。
　上記水性コーティング組成物は、アクリルシリコーン樹脂エマルションおよびシリコー
ン樹脂エマルションから選択される１種またはそれ以上の水性樹脂分散体を含むのが好ま
しく、
　上記無機塩が、硫酸アルミニウム、硫酸アンモニウム、塩化アルミニウム、硫酸ナトリ
ウム、塩化マグネシウムおよび硫酸マグネシウムからなる群から選択される１種またはそ
れ以上であるのが好ましく、硫酸アルミニウム、硫酸アンモニウムおよび塩化アルミニウ
ムからなる群から選択される１種またはそれ以上であるのがさらに好ましい。
【００８９】
　上記工程のうち「基材の質量に対して１質量％以上の塩を含む基材を提供する工程」は
、基材表面に上述の塩水溶液を塗装することによって提供してもよく、また、基材の製造
時において１質量％以上の塩を含むように製造することによって提供してもよい。基材が
含む塩の量は基材の質量に対して３質量％以上であることが好ましい。
【００９０】
　本発明の方法の他の一態様として、上記コーティング材はいわゆるコート紙である態様
が挙げられる。このような態様において、コーティング層の形成に用いられる水性コーテ
ィング組成物は、アクリル樹脂ディスパージョン、アクリル樹脂エマルションおよびアク
リルシリコーン樹脂エマルションから選択される１種またはそれ以上の水性樹脂分散体を
含むのが好ましい。
【００９１】
　本発明の方法は、例えば剥離紙の製造において、剥離層を形成する前に目止め層（バリ
ア層）を形成する必要がないという利点がある。剥離紙の基材として紙またはフィルムな
どが一般的に用いられる。ここで、基材として紙を用いる場合は、剥離層を設ける前に予
め目止め層（バリア層）を基材（紙）表面上に設ける必要がある。紙は、パルプ繊維間に
空隙が多く存在する。そのため、剥離層形成用組成物を基材表面上にそのまま塗工すると
、剥離層用組成物が紙の内部へ浸透してしまい、剥離層を好適に設けることが困難となる
からである。例えば特開２０１７－０４３８７２号公報は、剥離紙の製造において、目止
め層（バリア層）の形成に好適に用いることができる、ポリビニルアルコールを含む紙用
コーティング剤を開示する。他の方法として、溶融ポリエチレンをフィルム状に押し出し
て紙にラミネートすることによって、目止め層（バリア層）を形成する方法などが一般に
用いられる。
【００９２】
　本発明の方法により、例えば剥離紙を製造する場合においては、上記のような目止め層
（バリア層）を形成することなく、剥離層を好適に形成することができることが、実験に
より判明した。これは、紙などの基材の表面上に塩が存在し、そして塩とコーティング組
成物との接触により水分が素早く分離しコーティング層が形成されることによって、基材
の内部へ組成物が浸透することが妨げられるためと考えられる。本発明の方法は、上述の
ような目止め層（バリア層）を形成する工程を省くことができる利点がある。
【実施例】
【００９３】
　以下の実施例により本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されな
い。実施例中、「部」および「％」は、ことわりのない限り、質量基準による。
【００９４】
調製例１　シリコーン樹脂エマルションＡの調製
　複合乳化装置（５Ｌ）に、付加型オルガノポリシロキサンとして以下の式で示されるポ
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リオルガノシロキサンを１００質量部
【００９５】
【化７】

架橋剤として、メチルハイドロジエンポリシロキサン（（ＣＨ３）３ＳｉＯ－（ＳｉＨＣ
Ｈ３Ｏ）４０－Ｓｉ（ＣＨ３）３）を６質量部、界面活性剤としてドデシルベンゼンスル
ホン酸ナトリウム１質量部とポリオキシエチレンラウリルエーテル（ＨＬＢ：１３．６）
１質量部、ＰＶＡ（ポリビニルアルコール）樹脂（ケン化度９０モル％）５質量部（予め
１０％水溶液に調整したもの５０質量部として使用）、触媒活性抑制剤としてエチニルシ
クロヘキサノール０．４質量部を入れて、均一に撹拌混合した。
【００９６】
　この混合物に、水１０質量部を添加して転相させ、引続き３０分間撹拌した。追加の水
１６６質量部を加えて希釈して撹拌し、シリコーン樹脂エマルションＡ（オルガノポリシ
ロキサンの固形分量：３０質量％）を得た。
【００９７】
調製例２　水性コーティング組成物（１）の調製
　ＰＶＡ樹脂（ケン化度９０モル％）１質量部、水１３０質量部を混合して均一な溶液に
なるまで撹拌し、調製例１のシリコーン樹脂エマルションＡを２０質量部、白金触媒ＣＡ
Ｔ－ＰＭ－１０Ａ（信越化学工業社製）を０．９質量部（オルガノポリシロキサンに対す
る白金質量：１５０ｐｐｍ）を加えて混合し、水性コーティング組成物（１）を得た。こ
の水性コーティング組成物（１）は、水性樹脂分散体として、シリコーン樹脂エマルショ
ンＡを含む。
【００９８】
調製例３　アクリルシリコーン樹脂エマルションの調製
　反応容器に、脱イオン水５０質量部および反応性乳化剤としてアクアロンＨＳ１０（第
一工業製薬社製）０．５質量部を入れ、内容物温度を８５℃とした。その中にメチルメタ
クリレート２０質量部、スチレン５質量部、ブチルアクリレート５質量部、アクリル酸０
．５質量部、脱イオン水２０質量部およびアクアロンＨＳ１０（第一工業製薬社製）０．
３質量部からなるプレ乳化液と、水溶性重合開始剤として過硫酸アンモニウム０．１質量
部、および脱イオン水１０質量部からなる重合開始剤水溶液を２時間で滴下し、シェル部
を調製した。乳化重合中、重合反応液のｐＨは３．０に保った。その後、シクロヘキシル
メタアクリレート２０質量部、ブチルアクリレート２０質量部、２－エチルヘキシルアク
リレート２０質量部、メチルメタクリレート１０質量部、アクリル酸１．０質量部、トリ
メトキシシリルプロピルメタクリレート３質量部、脱イオン水４０質量部およびアクアロ
ンＨＳ１０（第一工業製薬社製）１．０質量部からなるプレ乳化液と、過硫酸アンモニウ
ム０．２質量部および脱イオン水１０質量部からなる重合開始剤水溶液を２時間で滴下し
、更に３時間攪拌を継続して、コア部を調製した。反応温度を３０℃まで冷却し、１０％
アンモニア水を５．５質量部添加して、ｐＨを８．５とし、不揮発分濃度４５％のアクリ
ルシリコーン樹脂エマルションを得た。
【００９９】
調製例４　水性コーティング組成物（２）の調製
　ＰＶＡ樹脂（ケン化度９０モル％）１質量部、水１３６質量部を混合して均一な溶液に
なるまで撹拌し、調製例３のアクリルシリコーン樹脂エマルション１５質量部を混合し、
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水性コーティング組成物（２）を得た。この水性コーティング組成物（２）は、水性樹脂
分散体として、アクリルシリコーン樹脂エマルションを含む。
【０１００】
調整例５　シリコーン樹脂エマルションＢの調製
　複合乳化装置（５Ｌ）に、付加型オルガノポリシロキサンとして以下の式で示されるポ
リオルガノシロキサンを１００質量部
【０１０１】
【化８】

架橋剤として、メチルハイドロジエンポリシロキサン（（ＣＨ３）３ＳｉＯ－（ＳｉＨＣ
Ｈ３Ｏ）４０－Ｓｉ（ＣＨ３）３）を６質量部、界面活性剤としてセチルトリメチルアン
モニウムクロリド１質量部とポリオキシエチレンラウリルエーテル（ＨＬＢ：１３．６）
１質量部、ＰＶＡ樹脂（ケン化度９０モル％）５質量部（予め１０％水溶液に調整したも
の５０質量部として使用）、触媒活性抑制剤としてエチニルシクロヘキサノール０．４質
量部を入れて、均一に撹拌混合した。
【０１０２】
　この混合物に、水１０質量部を添加して転相させ、引続き３０分間撹拌した。追加の水
１６６質量部を加えて希釈して撹拌し、シリコーン樹脂エマルションＢ（オルガノポリシ
ロキサンの固形分量：３０質量％）を得た。
【０１０３】
調製例６　水性コーティング組成物（３）の調製
　ＰＶＡ樹脂（ケン化度９０モル％）１質量部、水１３０質量部を混合して均一な溶液に
なるまで撹拌し、調製例５のシリコーン樹脂エマルションＢを２０質量部、白金触媒ＣＡ
Ｔ－ＰＭ－１０Ａ（信越化学工業社製）を０．９質量部（オルガノポリシロキサンに対す
る白金質量：１５０ｐｐｍ）を加えて混合し、水性コーティング組成物（３）を得た。こ
の水性コーティング組成物（３）は、水性樹脂分散体として、シリコーン樹脂エマルショ
ンＢを含む。
【０１０４】
実施例１
塩水溶液の調製
　塩として硫酸アルミニウム（Ａｌ２（ＳＯ４）３）１質量部を入れたビーカーに、イオ
ン交換水を入れて１００質量部とし、次いで混合して、塩を１質量％含む塩水溶液１００
質量部を得た。
【０１０５】
コーティング材の製造
　基材として、グラシン紙（秤量６０ｇ／ｍ２）を用いた。
　上記より得られた塩水溶液を、グラシン紙（基材）の表面に、基材の表面積あたり０．
５ｇ／ｍ２となるように＃２２バーコーターを用いて塗装した。次いで、１００℃の熱風
循環式乾燥炉中で６０秒間乾燥した。
　調製例２で得られた水性コーティング組成物（１）を、上記塩水溶液を塗装した面に、
基材の表面あたり固形分量で１ｇ／ｍ２となるように、＃１２バーコーターを用いて塗装
した。塗装してから１０秒後に、エアブロー（吐出圧４ｋｇ／ｍ２）で水分を飛ばした。
　次いで、１２０℃の熱風循環式乾燥炉中で６０秒間加熱して乾燥および付加反応を進行
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させて、コーティング層を有するコーティング材（剥離材）を得た。
【０１０６】
実施例２
　塩として硫酸アルミニウム（Ａｌ２（ＳＯ４）３）１．６６質量部を入れたビーカーに
、イオン交換水を入れて１００質量部とし、次いで混合して、塩を１．６６質量％含む塩
水溶液１００質量部を得た。
　上記より得られた塩水溶液を用いて、下記表に記載の塩の量となるように塗装したこと
以外は、実施例１と同様にして、コーティング材（剥離材）を得た。
【０１０７】
実施例３
　塩として硫酸アルミニウム（Ａｌ２（ＳＯ４）３）３．３４質量部を入れたビーカーに
、イオン交換水を入れて１００質量部とし、次いで混合して、塩を３．３４質量％含む塩
水溶液１００質量部を得た。
　上記より得られた塩水溶液を用いて、下記表に記載の塩の量となるように塗装したこと
以外は、実施例１と同様にして、コーティング材（剥離材）を得た。
【０１０８】
実施例４
　塩として硫酸アンモニウム（（ＮＨ４）２ＳＯ４）１．６６質量部を入れたビーカーに
、イオン交換水を入れて１００質量部とし、次いで混合して、塩を１．６６質量％含む塩
水溶液１００質量部を得た。
　上記より得られた塩水溶液を用いて、下記表に記載の塩の量となるように塗装したこと
以外は、実施例１と同様にして、コーティング材（剥離材）を得た。
【０１０９】
実施例５
　塩として硫酸アンモニウム（（ＮＨ４）２ＳＯ４）３．３４質量部を入れたビーカーに
、イオン交換水を入れて１００質量部とし、次いで混合して、塩を３．３４質量％含む塩
水溶液１００質量部を得た。
　上記より得られた塩水溶液を用いて、下記表に記載の塩の量となるように塗装したこと
以外は、実施例１と同様にして、コーティング材（剥離材）を得た。
【０１１０】
実施例６
　塩として塩化アルミニウム（ＡｌＣｌ３）１．６６質量部を入れたビーカーに、イオン
交換水を入れて１００質量部とし、次いで混合して、塩を１．６６質量％含む塩水溶液１
００質量部を得た。
　上記より得られた塩水溶液を用いて、下記表に記載の塩の量となるように塗装したこと
以外は、実施例１と同様にして、コーティング材（剥離材）を得た。
【０１１１】
実施例７
　塩として塩化ナトリウム（ＮａＣｌ）３．３４質量部を入れたビーカーに、イオン交換
水を入れて１００質量部とし、次いで混合して、塩を３．３４質量％含む塩水溶液１００
質量部を得た。
　上記より得られた塩水溶液を用いて、下記表に記載の塩の量となるように塗装したこと
以外は、実施例１と同様にして、コーティング材（剥離材）を得た。
【０１１２】
実施例８
　実施例１と同様にして塩水溶液を調製し、得られた塩水溶液を実施例１と同様にして塗
装した。
　水性コーティング組成物（１）の代わりに、調製例４で得られた水性コーティング組成
物（２）を、上記塩水溶液を塗装した面に、基材の表面あたり固形分量で１ｇ／ｍ２とな
るように、＃１２バーコーターを用いて塗装した。塗装してから１０秒後に、エアブロー
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（吐出圧４ｋｇ／ｍ２）で水分を飛ばし、次いで、１２０℃の熱風循環式乾燥炉中で６０
秒間加熱乾燥させて、コーティング材（コート紙）を得た。
【０１１３】
実施例９
　実施例１と同様にして塩水溶液を調製し、得られた塩水溶液を実施例１と同様にして塗
装した。
　水性コーティング組成物（１）の代わりに、調製例６で得られた水性コーティング組成
物（３）を、上記塩水溶液を塗装した面に、基材の表面あたり固形分量で１ｇ／ｍ２とな
るように、＃１２バーコーターを用いて塗装した。塗装してから１０秒後に、エアブロー
（吐出圧４ｋｇ／ｍ２）で水分を飛ばし、次いで、１２０℃の熱風循環式乾燥炉中で６０
秒間加熱乾燥させて、コーティング材（剥離材）を得た。
【０１１４】
比較例１
　塩として硫酸アルミニウム（Ａｌ２（ＳＯ４）３）０．３２質量部を入れたビーカーに
、イオン交換水を入れて１００質量部とし、次いで混合して、塩を０．３２質量％含む塩
水溶液１００質量部を得た。
　上記より得られた塩水溶液を用いて、下記表に記載の塩の量となるように塗装したこと
以外は、実施例１と同様にして、コーティング材（剥離材）を得た。
【０１１５】
比較例２
　比較例２は、塩水溶液の代わりに樹脂水溶液を用いた比較例である。
　塩の代わりにポリビニルアルコール（クラレ社製クラレポバールＰＶＡ１０５）５質量
部を入れたビーカーに、イオン交換水を入れて１００質量部とし、次いで混合して、ポリ
ビニルアルコールを５質量％含む樹脂水溶液１００質量部を得た。
　得られた樹脂水溶液を、グラシン紙（基材）の表面に、基材の表面積あたりの樹脂量が
０．８３ｇ／ｍ２となるように＃８バーコーターを用いて塗装した。次いで、１００℃の
熱風循環式乾燥炉中で６０秒間乾燥した。
　調製例２で得られた水性コーティング組成物（１）を、上記樹脂水溶液を塗装した面に
、基材の表面あたり固形分量で１ｇ／ｍ２となるように、＃１２バーコーターを用いて塗
装した。塗装してから１０秒後に、エアブロー（吐出圧４ｋｇ／ｍ２）で水分を飛ばした
。
　次いで、１２０℃の熱風循環式乾燥炉中で６０秒間加熱して乾燥および付加反応を進行
させて、コーティング材（剥離材）を得た。
【０１１６】
比較例３
　実施例１と同様に塩水溶液を塗装した後、水性コーティング組成物（１）を塗装せずに
コーティング材を得た。
【０１１７】
比較例４
　塩水溶液を塗装せずに、水性コーティング組成物（１）を基材に塗装したこと以外は、
実施例１と同様にして、コーティング材を得た。
【０１１８】
参考例１
　シリコーン樹脂ＳＲＸ２１１　Ｐａｐｅｒ　Ｃｏａｔｉｎｇ（東レダウコーニング社製
、固形分３０％）３０部、シリコーン樹脂ＳＲＸ２１２Ｐ　Ｃａｔａｌｙｓｔ（東レダウ
コーニング社製、硬化触媒）０．３部、トルエン６０部を混合して溶剤型コーティング組
成物を得た（固形分１０％）。
　ポリエチレンでラミネートしたグラシン紙（秤量６０ｇ／ｍ２）に、上記溶剤型コーテ
ィング組成物の濃度が０．６ｇ／ｍ２となるように、＃１０バーコーターで塗工し、その
後１２０℃で６０秒乾燥して、コーティング材（剥離材）を得た。



(22) JP 2019-18153 A 2019.2.7

10

20

30

40

50

【０１１９】
　上記実施例および比較例より得られたコーティング材を用いて、下記評価を行った。評
価結果を下記表に示す。
【０１２０】
コーティング材の表面状態評価
　各実施例、比較例および参考例より得られたコーティング材のコーティング層表面を、
走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いて６００倍の倍率で観察し、下記基準に従い評価した。

◎：基材のパルプ繊維形状がほぼ隠蔽された状態となるまで被覆されている
○：基材のパルプ繊維形状が認識されるものの、樹脂成分によって被覆されていることが
確認できる
×：基材のパルプ繊維形状が露出しており、樹脂成分によって被覆されていない
【０１２１】
　図１は、実施例１によって製造されたコーティング層の表面を、走査電子顕微鏡法（Ｓ
ＥＭ）で撮影した写真である（６００倍）。
　図２は、実施例１で用いた基材である紙の表面を、ＳＥＭで撮影した写真である（６０
０倍）。
　図３は、比較例３の態様であって、塩水溶液を塗装した後であって、水性コーティング
組成物（１）を塗装していない表面を、ＳＥＭで撮影した写真である（６００倍）。
　図４は、比較例４の態様であって、塩水溶液を塗装せずに、水性コーティング組成物（
１）を基材に塗装した表面を、ＳＥＭで撮影した写真である（６００倍）。
　図５は、参考例１の、溶剤系コーティング組成物を塗装して得たコーティング層の表面
をＳＥＭで撮影した写真である（６００倍）。
【０１２２】
塗着効率評価
　各実施例または比較例の手順と同様に、基材であるグラシン紙に塩水溶液を塗装した後
、同様にして乾燥させた。
　水性コーティング組成物を、実施例または比較例の手順と同様に、上記塩水溶液を塗装
した面に、基材の表面あたり固形分量で１ｇ／ｍ２となるように、＃１２バーコーターを
用いて塗装した。塗装してから１０秒後に、エアブロー（吐出圧４ｋｇ／ｍ２）で水分を
飛ばした。
　次いで、１２０℃の熱風循環式乾燥炉中で６０秒間加熱して乾燥および付加反応を進行
させて、コーティング層を得た。得られたコーティング層の質量を測定した。
　塗装した水性コーティング組成物の樹脂固形分質量と、上記より得られたコーティング
層の質量とを対比し、コーティング層の形成に寄与した質量％として算出し、下記基準に
従い評価した。

◎：塗装した水性コーティング組成物の樹脂固形分質量のうち７０％以上が、コーティン
グ層の形成に寄与している
○：塗装した水性コーティング組成物の樹脂固形分質量のうち４０％以上７０％未満が、
コーティング層の形成に寄与している
×：塗装した水性コーティング組成物の樹脂固形分質量のうち、４０％未満が、コーティ
ング層の形成に寄与している
【０１２３】
コーティング組成物の凝集の程度評価
　各実施例または比較例の手順と同様に、基材であるグラシン紙に塩水溶液を塗装した後
、同様にして乾燥させた。
　水性コーティング組成物を、実施例または比較例の手順と同様に、上記塩水溶液を塗装
した面に、基材の表面あたり固形分量で１ｇ／ｍ２となるように、＃１２バーコーターを
用いて塗装した。塗装してから１０秒後に、エアブロー（吐出圧４ｋｇ／ｍ２）で水分を
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　次いで、１２０℃の熱風循環式乾燥炉中で６０秒間加熱して乾燥および付加反応を進行
させて、コーティング層を得た。得られたコーティング層の質量を測定した（ｂ）。
　エアブロー後の質量（ａ）および得られたコーティング層の質量（ｂ）における質量変
化を、下記式に基づき算出し、下記基準により評価した。
　　　　　質量変化＝（ａ－ｂ）／ａ　×　１００

◎：３０質量％未満である
○：３０質量％以上、６０質量％未満である
×：６０質量％以上である
【０１２４】
剥離性能評価
　上記実施例１～７、９、比較例１～２、参考例１で得られたコーティング材を剥離材と
して用いる場合における剥離性能を評価した。
　各コーティング材のコーティング層に、アクリル系溶剤型粘着剤（商品名ＢＰＳ－５１
２７、東洋インキ製造社製）を塗装して１００℃で３分間加熱処理した。得られた粘着剤
塗装面に、６４ｇ／ｍ２の上質紙を貼り合わせ、シートを作成した。
　得られたシートを２５℃で２０時間放置した後、５ｃｍ巾に切断して評価試験片を作製
した。
　この試験片について、引っ張り試験機を用い、上質紙を１８０°の角度で、剥離速度０
．３ｍ／分の条件で引っ張り、剥離に要する力（Ｎ）を測定した。また、剥離異常が生じ
た場合を×で示した。評価基準は下記の通りである。
　なお、実施例８で得られたコーティング材は、剥離材ではなくコート紙であるため、こ
の剥離性能評価を行っていない。
　比較例３は、水性コーティング組成物を塗装していないため、この評価を行っていない
。また比較例４では、十分なコーティング層が形成されていないため、この評価を行って
いない。

◎：剥離に要した力が、０．０１Ｎ／５ｃｍ以上２．５Ｎ／５ｃｍ未満である
○：剥離に要した力が、２．５Ｎ／５ｃｍ以上である
×：剥離材が破れるなどの剥離異常が生じ、測定することができなかった
【０１２５】
【表１】

【０１２６】
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【表２】

【０１２７】
　実施例においては、いずれも、水性コーティング組成物を塗装してから１０秒後にエア
ブローで水分を飛ばした場合において、水性コーティング組成物中の樹脂固形分が十分に
析出し、短時間でコーティング層を形成していることが確認された。
　実施例で得られたコーティング材はまた、いずれも、基材表面が樹脂成分によって被覆
されていることが確認された。
　比較例１は、塩水溶液塗装工程において塗装される塩の量が０．３ｇ／ｍ２未満である
例である。この例では、水性コーティング組成物中の樹脂固形分の析出が十分には起こら
ず塗着効率が悪く、短時間ではコーティング層が十分に形成されなかった。
　比較例２は、塩水溶液の代わりに樹脂水溶液を用いた例である。この例では、水性コー
ティング組成物中の樹脂固形分の析出が起こらず塗着効率が悪く、短時間ではコーティン
グ層が十分に形成されなかった。
　比較例３は、塩水溶液のみ塗装した例である。塩水溶液のみの塗装では、コーティング
層は形成されない。
　比較例４は、塩水溶液を塗装することなく、水性コーティング組成物を塗装した例であ
る。この例では、水性コーティング組成物中の樹脂固形分が十分に析出せず、また、水性
コーティング組成物が基材に吸い込まれてしまい、短時間ではコーティング層が十分に形
成されなかった。
　参考例１は、ポリエチレンでラミネートしたグラシン紙に、溶剤型コーティング組成物
を塗工して得られたコーティング材（剥離材）の例であり、参考基準例である。
【産業上の利用可能性】
【０１２８】
　本発明の製造方法は、環境に対する負荷が低減された水性コーティング組成物を用いて
基材にコーティング層を形成する方法であっても、速い生産速度が可能となり、良好な製
造性が得られるという、産業上の利点がある。
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